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第１回勉強会をふまえた論点整理

【勉強会での主なご意見】
平時の都市計画の延長としての事前復興まちづくり計画と
都市構造や機能配置の見直しを含めた事前復興まちづくり計画があるのではないか。
【勉強会でのご意見をふまえた論点】
計画検討をより行いやすくするため、事前復興まちづくり計画として検討すべき具体的内容・手順を整理し、
被害想定をふまえて自治体が計画を検討する過程で、自分たちの自治体が被災した場合、平時の都市
計画の延長として対応できる状態か、どうかが明らかになるのではないか？

論点①事前復興まちづくり計画として検討すべき内容の整理

【勉強会での主なご意見】
事前復興まちづくり計画は空間的な被害がある程度イメージできないと検討が難しい。また、災害の
程度によっては、検討の士気が下がってしまうため、対象とする災害の種別や程度を検討すべきではないか。
【勉強会でのご意見をふまえた論点】
現在のガイドラインでは、「事前復興まちづくり計画を検討するにあたり想定する災害は、地震、津波、水
害等、面的整備等の復興まちづくり事業の検討が必要となる大規模なものとする。」と示している。
計画検討をより行いやすくするため、平時の都市計画の延長としての事前復興まちづくり計画で対応可能
と想定される災害の種別や程度の観点が示せないか？

論点②事前復興まちづくり計画が対象とする災害の種別や程度について
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第１回勉強会をふまえた論点整理

【勉強会での主なご意見】
事前復興まちづくり計画は空間計画を検討するための計画であり、都市計画部局が主体となるべきだが、
実態としては企画部局や防災部局が主体となっている場合もあり、齟齬が生じているのではないか。
【勉強会でのご意見をふまえた論点】
計画策定についてガイドラインでは、都市計画部局を中心に、防災部局をはじめとした関係部局を幅広く
含めた検討体制を構築することが望ましいとしているが、防災部局等を中心に計画策定に取組む場合も
あり、実態が伴っていない現状をふまえ、防災部局等関連部局と連携しつつ、都市計画部局が中心に計
画策定を行うべきことを発信する必要があるのではないか？
また、都市構造等の見直しを含めた事前復興まちづくり計画を策定する場合、産業や教育等の他分野の
考え方・方針も重要なため、関係部局とより密接に連携して計画策定することが望ましいのではないか？

論点③計画検討の体制について

【勉強会での主なご意見】
復興時には、都道府県が広域的な復興ビジョンを示し、市区町村はそれを踏まえて具体的なまちのビジョ
ンや復興方針を検討する。近隣市区町村との連携もふまえると、広域都市圏での議論が必要となるため、
都道府県の役割が重要ではないか。
【勉強会でのご意見をふまえた論点】
・広域連携の調整役や広域自治体としての役割を示すべきではないか？
・技術者が不足する市区町村への技術的補助としての役割を担うべきではないか？

論点④都道府県としての役割
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災害の種別や程度の整理・把握
（市街地がどれだけ被災するか）

平時の都市計画の延長として
事前復興まちづくり計画を検討

都市構造の見直し等を含めた
事前復興まちづくり計画を検討

被災後の復興について
現状で概ね対応できる

既存計画（市町村マスタープランや立地適正
化計画等）に以下の内容を位置づけ
・復興時も平時の都市計画の延長で
対応できると判断した理由
・被災後も既存計画を基に
復興を行なう方針であること
・災害に備え必要な準備
（体制・手順の整理など）
・検討過程で新たになった課題・対応方針

事前復興まちづくり計画策定

≒

計画検討のためのガイドラインに記載されている
事前復興まちづくり計画の内容を検討
（＝事前復興まちづくり計画）

事前の取組み
（名称案：復興まちづくりのための事前事業）

＋

現市街地の状況把握
（どこで市街地が形成されているか）

自治体体力の把握
（財政面・技術面で対応できるか）

被災後の復興について
現状では対応できない

↑計画策定前に取組む内容

事前復興まちづくり計画の検討の流れ（案）


